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• 政府の効率性(34)
• ビジネス効率性(27)
• 経済状況(22)
• インフラ(6)



国連の電子政府ランキング
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ブラウン大学電子政府ランキング

ランキング 国名

1 韓国

2 シンガポール

3 台湾

4 アメリカ

5 イギリス

6 カナダ

7 ポルトガル

8 オーストラリア

9 トルコ

10 ドイツ

40 日本



仕事のやり方への革新が必要であるが、単
なる行政業務の電算化に留まっている

電子政府サービスの基盤である公的個人認
証書の普及が伸び悩み利用率が上がらない

情報システム共同化によるコスト削減が図
れていない

電子政府推進に必要な専門的知識・経験を
有する公務員が少ない

ITベンダーのシステム構築技術力低下、低
い生産性による、コスト増大
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なぜ電子政府の成果が見えない



佐賀県電子政府の取組み

6

職員採用試験受験申込ほか360の申請・届出手続
が電子申請可（今後も順次拡大）

利用件数8,900件超（H19.12末時点）

電子申請すると手数料を割り引き

（割引率43～2％、33手続）

＜例＞ 薬局開設許可申請
（書面：29,000円/件 ⇒ 電子：25,000円/件）

病院構造設備使用許可申請
（書面：43,000円/件 ⇒ 電子：33,000円/件）

手数料の割引きは全国自治体初！



住民票の発行から見る電子政府の進展

1段階：紙台帳のコピー

2段階：

コンピュータよる発行

3段階：自動交付機からの発行

4段階：自宅で申請・交付まで

5段階：証明書の廃止

日本は2～３段階である日本は2～３段階である



韓国の事例から

テレビ、インターネット、自動交付機、銀行の窓口
など多様なチャネルで証明書交付を実施

行政情報共同利用センターを設立し、国民から証明
書提出義務を廃止

公的個人認証書は、すべての媒体へのコピーが可能
で、無償で提供(2006年末現在、約1437万枚)

48中央省庁の情報システム部門を全面統合し、政府

統合電算センターを運営

234個の自治体の基幹行政情報システムは一つのシス

テムを共同利用（電子入札は全国一本で共同利用）

IT専門職の公務員制度を設けるとともに、公務員教育

に重点的な投資を行う



これから佐賀県では

佐賀県庁の基幹業務の最適化を実施し、情報シ
ステム部門のコスト削減

県内自治体の基幹業務システムの共同利用・ネ
ットワーク化を図りコスト削減と利便性向上

多様なチャネルを利用し、証明書の交付が可能
にすると同時に、行政情報の共同利用を通じて、
証明書提出義務を減らす

公務員のIT専門教育などを通じ、情報リテラシ

ーを高まることで、行政業務の効率化を図る


